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ベトナムハティン学資支援
第10回授与式 12月2日に
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2014年からベトナム・ハティン省で開始した学資支
援が今年で10回目を迎えます。

経済的・家庭的に困難な子どもを支援する年1万円
の学資支援金ですが、支援者に励まされ、それが心の
支えとなって高校へ進学でき、希望の人生を歩む契機
となっています。

今年も16人が高校を卒業し、新たに各郡から推薦さ
れた13人の中学4年生を含む94名に160万ドン(約1万
円）が授与されます。

ハティンは、日本から帰国した技能実習生も多く、
街中で若い人から日本語で親しげに話しかけられて
びっくりすることがありますが、着実に日本を知る
人々が増えています。

日越外交関係樹立50周年にあたる今年、日本を知り
日本をめざす若者が集え、ベトナムと日本の交流の拠
点となる場となることをめざして、NPO「ハティン越
日友好協会」が設立される運びとなりました。

日本語や生活文化を指導する更井さおり先生が7月
からベトナムハノイ・ハティンに派遣されています。
日本語はもとより、習字、折り紙、絵手紙、工作、音
楽など楽しく日本を学ぶ機会を提供しています。

12月2日の学資支援授与・日越文化交流会では、そ
れらの作品も展示される予定です。この機会に、是非
ハティンをご訪問ください！

学資支援授与生徒

年度 授与人数

2014 22

2015 34

2016 47

2017 47

2018 51

2019 60

2020 81

2021 102

2022 97

2023 94

合計 635

学資支援授与・日越文化交流会

学資支援者 至急募集！
訪問団参加者 募集！

詳細・相談・申込はこちら →
11月15日までにお申込ください

第1回授与式 2014年

第9回授与式 2022年

ハティン学資支援授与・日越文化交流会

日時：2023年12月2日(土)
8:00～11:30

会場：BMCハティンホテル(ハティン市内)

第1部 記念式典 学資支援授与式
第2部 日越文化交流

学資支援生や生徒たちと唄の交流
書道・工作・絵手紙等の作品展示

第8回授与式 2021年

認定N P O

入会金 年会費(一口)

法人会員 30,000円 30,000円

個人正会員 10,000円 10,000円

個人賛助会員 5,000円 5,000円

学生会員 500円 1,000円

※ 支援金 学資支援(1口 10,000円）

JIFA新ホームページ開設
スマートフォン対応！

新スマホ画面

日本語指導、文化交流指導
のベトナム滞在更井さおり
会員の活躍の様子を紹介し
ています

https://www.word.jifa.org/archives/category/sahra
https://www.word.jifa.org/
https://www.jifa.org/news/20231202mousikomisho.pdf
https://www.word.jifa.org/
https://www.word.jifa.org/
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在留資格「育成技能」(仮称）導入か 第12回有識者会議最終報告案 2023.10.28

10月28日、第12回有識者会議が開催され、最終報
告書たたき台が示された。
現在の技能実習制度が人手不足を補うための労働力確

保に使われている実態をふまえ、技能実習制度を「発展
的解消」し、新たに人材育成と人材確保を目的に掲げ、
基本的に3年間の育成期間を設け、特定技能1号につな
げ、「やむを得ない場合」の転籍の範囲を拡大・明確化、
本人の意向による転籍も認める内容となっている。

JIFAは、責任ある外国人受入れを実現するため、国際
労働基準ゼロフィー(労働者にリクルート費用を負担さ
せない原則）を提唱してきました。たたき台では、
「受入企業が一定の来日前手数料を負担するなどのし
くみを導入」という記述にとどまった。今後、いかに
リクルート費用を負担させることなく、外国人材を必
要としている地域で安定して継続的に受入れるか、人
権に配慮したルールの確立が求められる。
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